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                                 ２０１１年１０月２５日 

原子力委員会新大綱策定会 

議事務局 御中 

                                     浅岡美恵 

 

第１ 第8回資料２－２について 

 

１ 事故原因も専門機関で究明途中の段階であり、本来、原子力安全委員会が責任を負うべき問題

であり、福島第一原発震災を受けての原子力発電の安全についての検討に加え、「課題と提言」を、

原子力委員会で行うのは適切でない。  

  

福島原発震災後の安全性の確保についての検討は、それができない場合は原発を廃止するとい

う観点が必要です。８月３０日の「再開について」の書面によれば、「エネルギー資源を確保し、

学術の進歩と産業の振興とを図り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与するこ

とという原子力基本法が定める目的を達成するための原子力の研究、開発及び利用に関する施策

を企画し、審議し、決定していく任務」（原子力基本法の目的（１条）、原子力委員会の任務（５

条））から新政策大綱の策定に向けた検討を再開するとあり、原子力利用を前提とするものではな

いかと思われます。その位置付けの中で、「原子力の安全」を考えるのは、推進を前提としてのも

のと解されることになり、今回の福島原発の事故の教訓を一 から考えて安全性に反映させるもの

とはいえないと思います。 

今回の事故で、これまでの立地審査指針や耐震設計審査指針では安全確保ができないことが明

らかになったもので、少なくも、「安全基準の根本的な見直し」、「安全性が確保できない原発は廃

炉にするとの原則」、「原発を低減させていく基準」を、安全確保の議論と提言の前提とすること

を明確にすべきです。  

 

２ 「出されてきた意見」に情報公開の必要性の指摘がなく、「意見の総括」の記載は危機意識に欠

ける 。 

 

３・１１前も後においても、国及び事業者からの基礎的な事実情報の適時適切な開示が不十分

であったことの指摘がありません。 

また、万全の「地震・津波対策」や「事故が起こったときの備え」ができるものとの前提で、

総括されているように読めます。国民からの意見に多くみられる、「地震・津波の多発する日本に

原子力発電は馴染まない。」との意見が、意見の総括の中に反映されていませんし、地震・津波以

外にも、かねてから、地震・津波以外にも深刻な脅威となる要因や事故要因の指摘があります。 

また、「地震・津波対策」と記載しながら、課題と提言のなかでは「津波の頻度や高さの想定」

にしか言及がありません。あいまいな総括をすべきではないと思います。 
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むしろ、これまでの立地審査指針や耐震設計審査指針の見直しがまず必要であり、既存原発に

ついても、「設計上の想定」から離れた安全基準への適合性審査が必要です。それは原子力委員会

には行いえないことだと思います。 

  また、「ストレステスト」については、その中身の検討と、そもそも、これまでの「設計上の想

定」を前提とする評価の安全性評価の妥当性、EU 等でのテストとの違い、必要な視点などの評

価が、まず行われる必要があります。 

 

３ 資料２－２における「安全確保に関する議論のポイント」は、原子力推進を前提にして立てら

れており、根本から見直すべき  

 

「原発の安全性を世界最高水準に高めていく」という曖昧で誰も決めようがない目標ではなく、

具体的中身が問われています。推進を前提にすることでは、推進を阻害するような安全性を受け

入れることはできないでしょう。 

原子力以外の電源では「重大事故」があっても発電所内か近隣にとどまります。広域の大きな

人口の移動を強制したり長年にわたり立ち入りを禁止したり、農業など産業の停止を広範囲に強

制したり、日本の輸出品が「原発事故国の製品」として全面的ダメージをうけることはありませ

ん。 今回の事故で国民が受けた健康影響は計り知れず、産業のダメージも深刻です。  

 シビアアクシデントは、どう対処するかではなく、そのような事故が起こる可能性があるので

あれば運転してはならないのではありませんか。原子力工学の研究者たちは、それぞれの原発で、

そのような事故は起こらないことを保証できるのでしょうか。 

日本が国際社会から日本が問われているのは、「原発事故が起きないようにできるのか」であ

って、「『今後の安全確保はどうあるべきか』を国際社会に示すのは、国際的な責務ではないか」

といった情緒的議論ではないと思います。  

 

４ 課題と提言では、安全神話についての反省と検証が必要 

 

震災前の地震予測や津波想定、炉心溶融は１００万年に１回と言った安全神話が、なぜ、示さ

れてきたのかの分析と検証が不可欠だと思います。原子力について、確率論的な安全論でも極め

て高い確率とみるべき事態となっていますが、そもそも、地震予知と同様、事故の発生について

の確率論の根拠の乏しさが明らかになったのが今回の事故であると思います。他の全ての原発の

立地審査指針の再検証や、制御棒が挿入できない場合としてどのような場合が考えられるか、そ

の場合にはどんな事故になるか等の検討が尽くされなければ、安全神話の継続となるでしょう。

それでは、国民から安全への信頼を得ることはできないでしょう。 

 

５ 情報公開と日常的検証の必要性についての認識の欠如 
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  事故後半年以上を経過して、昨日の東京電力の手順書の一部が開示されたことをもってみても、

東京電力はいかにこれまで情報開示してこなかったか、また、政府が原発の安全管理上、必要な

情報を提出させず、国民に開示せず、事業者への指導もしてこなかったかを示しています。JCO

の裏マニュアルによる臨界事故、東京電力や北陸電力の制御棒落下臨界や各種トラブル、実験施

設ではもんじゅの事故隠しなどにもかかわらずであることも、深刻です。国民の安全性への信頼

は、十分な情報公開と、事実に基づく公開の議論と検証が責任ある専門家を含めてなされている

ことに信頼できることのうえに成り立つものです。資料２－２には、情報開示や国民の意見の反

映について何らのべるところがありません。このような現状で、安全性確保についての提言を行

おうとすることは、新たな安全神話を作り出そうとしているとみられてもしかたないでしょう。 

  

 

第２ 原発を含む発電等の費用について 

 原子力委員会のもとでも核燃料サイクル等技術検討委員会で原発を含む発電等の費用の検討が行

われていますが、「エネルギーシナリオ市民評価パネル」においても市民セクターからの検討結果を

公表していますので、参考資料としていただきたく、添付します。 
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要 約 

 

１ 発電にかかる費用の考え方 

 

発電にかかる費用については、発電事業に直接かかるコストのほか、電気料金に含まれるさまざ

まな費用、環境や事故などの外部費用（外部経済、外部不経済）、すでに起こってしまった福島第

一原発事故の損害賠償費用を含めて検討することが重要である。 

福島第一原発事故を踏まえ、発電のエネルギー選択の際には、費用面だけではなく、「安全性」、

「核不拡散」、「持続可能性」、「国際平和」の原則に合致するエネルギーを選択するべきである。 

これまでの発電コスト試算は、電力会社の立場に立った狭義の「発電コスト」としてとらえられ、

電力料金を支払う消費者の立場に立ったものではなかった。実際には、電力料金には、電力会社の

送配電コスト、広告宣伝費や地方自治体への寄付金などが総括原価方式に組み込まれているし、税

金として支払われる行政コストも含めて、消費者は負担している。さらに、費用には、気候変動や

大気汚染などの環境費用、原子力事故のコストなどは想定外として含まれていない。逆に、環境改

善効果や、化石燃料依存を下げることによるエネルギーの安定化、産業や雇用創出効果などのさま

ざまな便益（メリット）についても考慮されてこなかった（図A）。 

  

 

図A 発電にかかる費用 
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２ 福島第一原発事故の教訓 

 

環境・社会影響や将来の健康影響をも含めた莫大な事故損害に鑑みれば、原子力発電の「費用」

は、いかなる計算方法によっても他の発電方法と比較にならないものである。 

 福島第一原子力発電所事故は、環境・人間生活・社会・経済に途方もなく大きな被害をもたらし

ている。当事国として、事故の検証と被害への正当な賠償、そして将来世代にわたる健康・遺伝被

害も含めた予測とその対応について、議論の大前提として共有しなければならない。その際、それ

らの損害が、貨幣価値に換算できるものだけではないこと、またその大半がいかなる賠償によって

も取り返しのつかない「不可逆的損害」であることを無視することはできない。 

 また、「事故リスクコスト」算出に用いられる「事故発生確率」についても、現行の確率論的評

価を改め、現実の事故発生率を考慮した形で検討しなければならない。事故リスクコストは、現実

の発生率を考慮して試算すると、最悪の場合の事故被害総額の場合、93 円/kWhにも上る可能性もあ

り（補論 1参照）、それに止まらないおそれすらある。 

 原子力損害賠償の観点からも、従来の原子力損害賠償法に定められた責任保険（賠償措置額 1200

億円）、および補償契約（1200 億円、補償料年間 3600 万円）は今回のような大事故に対して到底見

合わない少額であり、見直しの必要があることも考慮されなければならない。 

 

３ 既存の発電コスト分析の評価 

 

狭義の発電コスト試算について、最近の試算（実績方式）で、これまでの政府の原子力発電コス

ト試算より実際はもっと高かったことが示されている。また、モデル発電所方式・実績方式ともに、

行政コスト、揚水発電コスト等を加えれば、原子力発電のコストはより高くなる。さらに、過小評

価されたバックエンドコストなどの要素を加味していけば、原子力発電は、火力発電や風力発電な

どよりも高い。これに事故リスク、環境外部費用などを考えれば、費用面から原子力発電を推進す

る意義はない。 

 狭義の発電コスト分析には、(1)モデル発電所方式と(2)実績方式とがある。 

(1)は、典型的な発電所を想定することで将来の発電コストを分析する手法であるが、想定の置

き方次第で結果が大きく変わる。既存の試算では、原発の運転年数を 40 年にするのか 60 年にする

のか、原発の設備利用率を 80％にするのか 60％にするのかによって、原発のコストは、火力発電

よりも安くなったり高くなったりしている。福島第一原発が稼働後 40 年で事故を起こしたことか

らも、30 年以上の原子炉に追加の安全対策を取らずに高い設備利用率を見込むことは現実的ではな

く、運転期間を 30 年とし、設備利用率を実績に近い値（2008 年度実績：60.0％）にするなど実態

に合わせると、原発は火力発電よりも高くなる。 

(2)では、1970～2007 年を総計した原子力発電のコストが高いのに対し、最近の 2006～2010 年の

コストが安い傾向がみられるが、近年の建設はほとんどなく建設コストなどがかからないことなど

が影響していると考えられる。 
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４ 原発停止による短期のコスト影響 

 

 原発を再稼働せず、すべて止めてしまう場合に、コスト負担面から大きな影響があるかどうかは、

燃料価格の想定、省エネの想定によって異なり、必ずしも膨大なコストになるとは限らない。 

原発停止の短期的な影響試算として、2012 年に原発がすべて止まり、火力発電で代替される場合

の発電コストの試算が複数あるが、結果は大きく異なる。政府試算では、総額で数兆円にも及ぶ費

用負担、NGO試算では、逆に負担減（利益獲得）になりうることが示されている。その差は、(1)コ

スト増加要因として考えられる燃料費（化石燃料、核燃料＋再処理＋放射性廃棄物）の単価の設定

の差、(2)省エネ・再生可能エネルギーの想定の差として表れている。 

(1)では、政府試算では、核燃料費が 1円/kWhときわめて安く設定され、再処理費なども含まれ

ておらず、原発代替コストをより大きくする要因となっている。 (2)では、政府試算は、この夏実

施されたような省エネ効果を全く見込んでいないことから、負担総額が大きくなっている。実際に

は、原発の燃料費に再処理費などを含んだ金額とし、実績に沿って省エネと再生可能エネルギーの

導入を見込めば、コスト増はほとんど問題にならない。また、ピークカットとして需要側の対策、

揚水発電の効率的活用を行うことでコストは抑えられる。 

 

５ これからの電気料金への影響 

 

再生可能エネルギーの電力料金への影響は、今後上昇が予測される化石燃料の調達コストと比べ

ると小さく、今後化石燃料を削減する利益の方が大きくなると指摘される。また、系統対策コスト

も、蓄電池以外で対応すればコストを抑えられる。さらに、再生可能エネルギーの普及は、環境改

善効果に止まらず、経済効果も生み、二重の配当をもたらす。 

再生可能エネルギーには、設備投資費用がかかる。投資を促し、事業採算性を担保する制度とし

て、今夏、再生可能エネルギー全量固定価格買取制度が法制化された。これによる電力の買取価格

が電力料金に上乗せされるが、将来的には、量産によるコスト低減効果によって下降する。 

 また、再生可能エネルギーの系統安定化費用が高額になることも指摘されるが、実際には、広域

化による平準化、天気予報による火力出力調整、需要側管理などにより、蓄電池以外で対応できる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図B 発電にかかる費用（左：短期、右：中長期）（※スケールはイメージ） 
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部分も大きく、その分コストは抑えられると考えられる。 

 発電にかかる短期の費用・中長期の費用は図Bのように表せる。 

 

 

６ 中長期のメリット 

 

化石燃料の調達コストを削減し、省エネ・再生可能エネルギーに投資を振り向けることは、国内

の設備投資や金融に資金が循環し内需が拡大することを意味する。中長期的な視点に立って、社会

的な費用、環境、CO2 削減、地域の活性化、雇用拡大などの展望を持ち、主力産業を育てる方向で、

制度を整備していくことが必要である。 

 省エネ対策・再生可能エネルギー普及対策は、気候変動被害の回避、化石燃料コストの削減、国

内投資の誘発と雇用拡大など、さまざまなメリットがある。これらそれぞれの便益を大まかに試算

したものがある。気候変動被害額は長期的に膨大になると予測されるが、その費用に関しては、便

宜上、炭素価格等であらわされており、適切に環境外部費用として評価されてはいない。 

化石燃料の調達コストは近年上昇傾向にあり、多額のお金が国外に流出している。これを再生可

能エネルギーの導入や省エネ設備の導入などで削減し、国内の事業に投資すれば、国内設備投資や

金融・経済・雇用の好循環が生まれる。 

 なお、北海道・東北地方は、風力発電を中心に再生可能エネルギーのポテンシャルが大きい。そ

れを生かし、震災復興と地域産業振興を進めていくことが可能である。 
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勧 告 

 

1. 発電にかかる費用について 

 ①過小評価されてきた想定（廃炉費用、放射性廃棄物処理費用など）、②現実味のない楽

観的すぎる想定（原子力発電の運転年数、設備利用率など）、③将来性の判断が十分でな

かった想定（再生可能エネルギーの建設費や系統費など）を、最新の知見と福島第一原発

事故を踏まえて適正に見直すこと。 

 国民にとっての費用の観点から、電気料金に含まれながらコストとして考えられてこなか

った費用（系統費、営業費、安全対策費、国の公的資金等）を含めた検討を行うこと。 

 社会にとっての「本当の費用」とは、上記の費用に、外部費用（地球環境・地域環境・事

故コスト・損害賠償など）を含めたものである。外部費用は、定量化が難しいとされてき

たものについても、除外するのではなく最新の知見を踏まえて含める、または可視化する

こと。 

 

2. 福島第一原発事故を踏まえた費用 

 原子力発電の費用には、福島第一原発事故の実態を踏まえて、現時点で定量化できない損

害を除いた過小評価に終わらせず、社会的損害、環境損害も含めて正当に評価すること。

定量化できないリスク、不可逆的損害についても議論の前提として可視化すること。また、

事故発生確率については、現行の確率論的評価を改め、現実の事故発生率を考慮した形で

検討すること。 

 

3. 短期的な課題克服と、中長期的なエネルギー選択を視野に入れた判断材料の提示 

 原発の再稼働をめぐる問題の中で、原発停止の経済影響を大きく見る試算があるが、核燃

料費などの過小評価、省エネ効果の除外、などによるところが大きい。核燃料費に廃棄物

処理コスト等を適正に組み込み直し、現実に即した省エネ実践を見込んだ費用で比較する

こと。 

 事故後の原発停止による費用負担増を回避する手段として、複数の選択肢（原発の一部再

稼働の場合、原発全停止のまま省エネ強化する場合、再生可能エネルギーを前倒しで追加

導入する場合、省エネ強化と再生可能エネルギー前倒し追加導入の組み合わせの場合等）

による比較を行い、判断材料を提供すること。 

 将来の費用に関しては、中長期的に予測されうる変化（化石燃料の調達コストの上昇、再

生可能エネルギー関連コストの低下、原子力の安全対策費の上昇など）や、さまざまなベ

ネフィット（環境保全、CO2 削減、地域経済活性化、雇用増加、エネルギー安全保障の向

上など）を見通した上で、算出すること。また、将来的な発電方式が、社会的・経済的・

環境的にも受け入れられる持続可能なものであることを前提とすること。 
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4. 原子力発電について 

 原子力発電は、福島第一原発事故を踏まえて損害費用や放射性廃棄物処理費用などを適正

に試算すれば、その額は数百兆円規模などに上る可能性もあり、最も高い発電になること

は明らかであるが、一方で、原発を費用だけで検討すること自体が検証されなければなら

ない。事故発生実績はすでに相当高いこと、一度起これば他の発電方式と比較にならない

大きな損害を与えうること、地域や経済を根底から破壊してしまう大きなリスクがあるこ

とを踏まえ、日本にとって真に必要な発電方式であるのかを、社会的・倫理的な問題とし

て再考すること。 

 社会的・倫理的判断に基づけば、原子力発電は、人類の持続可能な未来を築くには適さな

いと結論づけられる。脱原発の期限を明示し、原発撤退までの複数のシナリオにおける費

用をそれぞれに複数の選択肢で示すことが必要である。 

 

5. これから進めるべきエネルギー 

 再生可能エネルギーは多方面において将来的なベネフィットが最も大きい。よって、これ

からのエネルギーの主軸とし、環境対策としてだけでなく、主力産業の育成、地域活性化、

雇用増加などを実現する経済政策としても大胆かつ積極的に進めていくべきである。 

 

6. 国民参画によるエネルギー選択 

 エネルギーの選択は、国民にとって極めて重要なテーマである。費用の分析の根拠や前提、

モデルの内容を含めてすべて国民に公開し、市民が主体的に参加できる場をはじめ、国民

参画の議論を確立したうえで決定していくことが重要である。 

 

 



 Ⅰ. 発電の費用に関する評価報告書 

 

7 
 

 

本 文 

 

はじめに 

 福島第一原発事故を受け、エネルギー政策の抜本見直しが求められており、国でもその議論がは

じまったところである。 

エネルギーシナリオ市民評価パネル（エネパネ）は、エネルギー政策の見直しに当たり、既存研

究やシナリオの問題点を踏まえて、これからの方向性を提示する必要性を共有したメンバーが集っ

て発足した。メンバーが所属する各団体では独自に発表した試算や提案もあるが、エネパネは、そ

れらの提案を総合して評価するとともに、政府等の試算等の検討も行い、その成果をとりまとめ、

エネルギー・シフトを進める観点から共通のメッセージとして発信することを目指している。 

本「発電の費用に関する評価報告書」は、エネパネとしての最初の評価報告書となる。これは、

現在、官邸の「エネルギー・環境会議」下の「コスト等検討委員会」、内閣府の「原子力委員会」

下の「原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会」、資源エネルギー庁の「総合資源エネル

ギー調査会」下の「基本問題委員会」でそれぞれ行われる議論に関わるものであり、ここで勧告し

たことが、しかるべき場の議論にしっかりと組み込まれていくことを望む。また、こうした試みを

機に、国民参画で、オープンな議論が展開されることも期待するものである。 

 

 

1． 発電の費用に関する基本的な考え方 

 

1.1 これまでのコスト計算の限界 

 

 従来の発電コストの計算は、電力会社と電力の大口消費者1の立場に立ったものであり、kWh当た

りで表現される狭義の「発電コスト」として推計されてきた。 

直接的な発電コストには、燃料費、資本費（建設費、固定資産税等）、運転維持費（人件費・修

繕費等）などが含まれている。また、原子力発電のバックエンド対策費用（廃炉費用、放射性廃棄

物処理費用など）は燃料費や資本費の中に一部含まれるが、控えめすぎる場合が多い2。  

他方、地球環境（気候変動など）や地域環境（公害、ヒートアイランド、ダム建設での自然破壊

など）の破壊や、原子力事故リスク（放射能汚染など）、電力を売買する者以外の第三者に影響す

る社会的な費用は、広義の「発電コスト」の一部と考えるべきだが、算定不能として考慮されてこ

                                            
1 例えば電炉メーカー、ソーダ工業メーカー、半導体メーカーなど 
2 これらは、資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト等検討小委員会の報告（2004 年）、政

府の「エネルギー・環境会議」の原発から火発への転換の際のコスト試算（2011 年）、日本学術会議の「エネルギー政

策の選択肢に係る調査報告書」における電力価格の計算（2011 年）、RITE（地球環境産業技術研究機構）（2011 年）、

日本エネルギー経済研究所（2011 年）のコスト試算において同じである。 
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なかった3。また、原発に関連する政府予算（立地交付金等）、オール電化の販売促進などを含む電

力会社の広告宣伝費、自治体への寄付金、コスト計算からは外されてきた。 

逆に、環境の保全によって得られる便益、省エネ推進や再生可能エネルギーの増加とそれによる

化石燃料やウランの輸入減少によるエネルギーの安全保障、地域経済活性化や雇用の増加、産業技

術の向上、国際競争力強化などのさまざまな便益については、「コスト」という観点では評価・検

討されて来なかった。 

図 1.1 の費用を巡る諸構造に表すように、既存の発電コスト試算は、隠れたコストやさまざまな

便益などを含む本当の費用を算出するものとはなっておらず、国民にとっての「費用」という視点

から、社会的なコストを内部化してこなかったことに限界がある。今後は、従来のコスト試算の範

囲を超え、社会的費用を幅広く考慮に入れた費用分析を行う必要性がある4。 

 

 

図 1.1 発電にかかる費用 

 

 

1.2 エネルギー選択の遵守原則 

 

国のエネルギー政策では、エネルギーの安定供給の確保（energy security）、環境への適合

（environment）、及びこれらを十分考慮した上での市場機能を活用した経済効率性（economic 

efficiency）の３E の実現を図ること5を基本としてきた。 

 

                                            
3 RITE試算で温暖化対策コストのみ別途取り入れている。大気汚染対策費については建設費で内部化されているとして

いるが、例えば公害健康被害補償賦課金などは入らない。 
4 本報告書は、その問題意識から、「コスト」と呼ばず「費用」と表現する。 
5 エネルギー基本計画（2010/6） 
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しかし、福島第一原発事故の経験を受け、発電によってもたらされる危険を最小限にする観点か

ら、「安全性」は最上位に位置付けるべき原則とするべきだろう。また、「核不拡散」の原則も、核

廃絶へ向かう世界潮流に沿い、明確に定められる必要がある。さらに、将来世代にわたって地球環

境を保全する観点から「持続可能性」原則を、エネルギーのための紛争を回避する観点から「国際

平和」原則を定めることも重要である。これらは、仮に電力料金が安くなる場合でも、例えば安全

性が脅かされたり、核不拡散原則に抵触したりするようなことを受け入れるわけにはいかず、狭義

の発電コストと同列で比較するべきものではない（図 1.1）。 

 

２．福島第一原発事故の教訓 

 

 IAEA基準レベル７の福島第一原子力発電所事故は実際に起こってしまっており、空気・水・土

壌の広範囲にわたる深刻な放射能汚染により、環境・人間生活・社会・経済に途方もなく大きな

被害をもたらしている。エネルギー政策の見直しを行う上で、当事国として、事故の検証と被害

への正当な賠償、そして将来世代にわたる健康・遺伝被害も含めた予測とその対応について、議

論の大前提として共有しなければならない。その際、それらの損害が、貨幣価値に換算できるも

のだけではないこと、またその大半がいかなる賠償によっても取り返しのつかない「不可逆的損

害」であることを無視することはできない。こうした「算出不可能な」社会的・環境損害について

も可視化する必要がある。 

 原子力事故リスク費用の評価においてはまず、損害費用×事故発生頻度という式が、それゆえ

に事故被害の一部を表すに過ぎないことを念頭に置かなければならない。その上で、「損害費用」

については、福島原発事故の実態を正当に評価して考慮する必要がある。現在、内閣府・原子力

委員会の「原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会」での議論6では、原子力損害賠償紛

争審査会の中間指針7に基づく賠償額試算8を引用して損失合計を約 5.7 兆円としている。しかしこ

の額は、試算困難な除染費用や自主避難者への賠償費用など、明らかになっていない損害費用を

含めていないだけでなく、社会的・環境的損害を考慮していないものであり（Box-1 参照）、この

金額を議論の前提として用いることはできない。重大事故時の損害額推定について、2005 年の朴

の試算では、平均して 62 兆円、最悪の場合には 279 兆円とされている9・10。 

 また、「事故リスクコスト」算出に用いられる「事故発生確率」についても、福島原発事故を受

け現在の「確率論的安全評価（PSA）」という手法を見直し、現実の事故発生確率を考慮する必要 

                                            
6 内閣府・原子力委員会「原子力発電・核燃料再処理技術検討小委員会」第 2 回資料 1「原子力発電所の事故リスクコス

ト試算の考え方」http://www.aec.go.jp/jicst/NC/tyoki/hatukaku/siryo/siryo2/siryo1.pdf 
7 原子力損害賠償紛争審査会「東京電力株式会社福島第一・第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関

する中間指針」2011 年 8 月 5 日 
8 東京電力に関する経営・財務調査委員会「委員会報告書」2011 年 10 月 3 日 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/keieizaimutyousa/dai10/siryou1.pdf 
9 朴勝俊「原子力発電所の過酷事故に伴う被害額の試算」『國民経済雑誌』191 巻 3 号、2005 年。物理的損害としての被

曝防止措置、また人的被害として急性障害だけでなく晩発性障害も考慮している。 
10 ライプツィヒ保険機構の報告書「原子力発電所運営責任を担保するリスク保険料の試算」（2011 年 4 月 1 日）によれ

ば、レベル７の事故において、事故原因として原発の老朽化、テロリズム、コンピューター・ウィルス、人為的ミス、

地震のリスクを考慮し、事故影響としてがん、遺伝子損傷、避難・移住、食品放射能汚染による経済的被害を考慮すれ

ば、最大で 6 兆 900 億ユーロ（約 731 兆円／1 ユーロ＝120 円）の損害が見込まれるとしている（試算条件は 2009 年時

のドイツの 17 基の原子力発電所。） 
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がある19。 

原子力損害賠償の観点からも、従来の原子力損害賠償法に定められた責任保険（賠償措置額

1200 億円）、および補償契約（1200 億円、補償料年間 3600 万円）は今回のような大事故に対し

て到底見合わない少額であり、見直しの必要があることも考慮されなければならない。原子力損

                                            
11 前出 7 
12  前出 8 
13  ロイター通信社は 2011 年 8 月 26 日付けで、除撰費用見通しは 10 兆円と伝えている。 
14 日本経済研究センターは分析・提言「既存原発止まれば影響 10 年単位に」（2011/4/25）で今後事故処理に 20 兆円か

かると試算。ただしここでも除染費用は含まれていない。http://www.jcer.or.jp/policy/pdf/pe(iwata20110425).pdf 
15 積算放射線量年間 20mSv の基準は、国際放射線防護委員会（ICRP）の「非常事態が収束した後の一般公衆における

参考レベル１～20mSv／年」の最高値である。放射線影響には閾値がなく、また低線量被曝の影響が確率的に現れるこ

とから、予防原則に則ってできる限り下限の 1mSv を目指す必要がある。 
16 原子力損害賠償紛争審査会第 14 回配布資料「福島県における避難の概況」(2011/9/21）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/shiryo/1311103.htm 
17 IPPNW ドイツ「チェルノブイリ健康被害」2011 年 4 月 8 日 
http://www.chernobylcongress.org/（英） 
http://peacephilosophy.blogspot.com/2011/04/blog-post_17.html（要旨、日） 
ニューヨーク科学アカデミー「チェルノブイリ－大惨事が人と健康に与える影響」2009 年 
http://chernobyl25.blogspot.com/ 
グリーンピース・インターナショナル「チェルノブイリ大惨事－健康への影響」2006 年 4 月 
http://www.greenpeace.org/raw/content/international/press/reports/chernobylhealthreport.pdf 
18 FoE Japan・福島老朽原発を考える会・山内知也「福島市渡利地区における土壌中の放射能調査（概要）」(2011/10/5) 
http://www.foejapan.org/energy/news/pdf/111005_dojou_gaiyou.pdf 
19 チェルノブイリ原発事故から今回の福島原発事故まではおよそ 11,000 炉年、また前掲５によれば、国内のシビアア

クシデント発生実績は 2.1×10-3炉年、つまり 476 年に 1 度の大事故という高さである。また、今回の地震・津波につい

て「千年に一度の大災害」とも言われるが、仮にそうだとしても、54 基ある原発のどれも、40 年間の間一度も大災害に

見舞われない確率は 99.9％の 54 乗・40 乗で約 11.5％、すなわち、いずれかの原発が大災害に遭遇する確率は 88.5％で

あるといえる。54基それぞれの原発について完全に独立しておらず、17箇所として計算したとしても99.1％ の17乗・

40 乗で、約 50.6％である。 

【BOX-1 福島原発事故の被害】 

 原子力損害賠償紛争審査会の中間指針11に基づく試算12によれば、①避難指示による損害、②風

評被害、③間接被害について、今年度で約3兆6千億円、また来年度以降も避難に伴う損害などで

単年度約 9000 億円とされている。しかしこの推計は、損害の実態が明らかになっていない地方公

共団体の財産的損害や各種産業の営業損害、除撰費用13などが計算されていない14ことに加え、以

下の重大な課題を残している。 

 一つは、自主避難への賠償が含まれていないことである。現在の避難区域・地点の設定は、年

間 20 ミリシーベルトという高い基準15によって極めて小さく定められたものであり、特に子供・

妊婦に対しては、避難という選択肢が与えられるべきである。それゆえ、避難区域・地点以外の

高線量地域からの自主避難者にも、正当な賠償がなされるべきである。また、地域によっては幼

稚園・小学校等の集団疎開も考慮される必要がある。原子力損害賠償紛争審査会のまとめによれ

ば、福島県内だけで 8 月末時点で少なくとも 3 万 6000 人が自主避難している16。 

 もう一つは、放射線被曝による損害について、「8 月時点で該当者ゼロ」として考慮されていな

いことである。低線量被曝による健康影響として、がんだけでなく様々な病気が発生することは

チェルノブイリ事故の結果からすでに明らかである17。現在、福島市内でも一部でチェルノブイリ

事故時の「特別規制ゾーン」に相当するレベルの土壌汚染が明らかになっている18ことなどから、

今後の対策によっては日本でもこのレベルの健康影響が発生する可能性が否定できない。 
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害賠償支援機構の成立により、事故の被害の賠償責任が、電気料金や税金という形で事実上国民

に転嫁される形となった。本来「市場原理」からすれば、私企業である電力事業者の無限責任が担

保され実行されなければならず、国による無償の支援はこの原理に反するものである。 

 最も重要なことは、福島原発事故によりもはやこうした「外部費用」が、現実の費用として突き

つけられているという事実である。2022 年の脱原発を再度決定したドイツは、諮問機関「安全な

エネルギー供給のための倫理委員会」で議論を行い「いかなる安全措置をとっても原子力事故は起

こりうる。その場合のリスクは他のエネルギー源と比較にならないほど高い」とする報告をまとめ

ている20。この考え方は、福島事故を経験した日本こそがとらなければならないのではないか。環

境・社会影響や将来の健康影響をも含めたこの現実の莫大な事故損害に鑑みれば、原子力発電の

「費用」は、いかなる計算方法によっても他の発電方法と比較にならないものであるという事実を

直視しなければならない。 

 

 

３．既存の発電コスト分析の評価 

  

前述の通り、既存の試算方法は電力会社にとっての狭義のコストを対象としており、限界がある

ことを踏まえつつ、従来の「発電コスト」に関する既存の 2つの発電コスト分析について検討する。 

 

3.1 モデル発電所方式（運転年数発電方式） 

 

3.1.1 想定の差の問題 

 モデル発電所方式とは、新設して一定年限・一定の設備利用率で運転する典型的な発電所を想定

し、そのコストを比較する方法である21。 

 この方式は、ある前提の下で典型的発電所を想定するため、比較するパラメータ以外を同じ条件

に揃えて比較しやすくできる反面、想定や、費用の範囲によって結果が大きく変化するという特徴

があるため、想定の違いを明らかにすることが重要である。例えば、運転期間を 30 年にするのに

比較し、秋元の試算のように 60 年と置けば、建設費相当のコストはkWhあたりで半分になる。ま

た、割引率を高く取れば将来かかるコストは大きく下がる。 

 総合資源エネルギー調査会の発電コスト試算は、1999 年の試算では他の発電方法より原発が安い

とした。2004 年の試算では、原子力が安くなる設定を結論として出したものの、法定耐用年数、設

備利用率の設定によって石炭火力やLNG火力が安くなる設定があることも認めている22。 

                                            
20 安全なエネルギー供給のための倫理委員会「報告書：ドイツのエネルギー転換－未来のための共同的取り組み」2011
年 5 月 30 日 
http://www.bmu.de/atomenergie_sicherheit/downloads/17_legislaturperiode/doc/47454.php 
（ドイツ環境省） 

http://utun.jp/jON（ISEP 仮訳） 
21 OECD "Projected Costs of Generating Electricity"(2010)、総合資源エネルギー調査会、電力中央研究所、大島、

秋元、などが試算を発表してきた。 
22 40 年運転とすると原子力が安くなるケースが多いが、部分的に石炭火力が安くなる場合がある。法定耐用年数、火

力 15年、原子力 16年とすると、同じ設備利用率ではLNG火力や石炭火力の方が安い。ただし原発の設備利用率は最低

でも 70%で、2003,7,8 年実績の 60%は想定していない。 
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また、実際には総括原価方式でさまざまな費用がかかっているが、この方式での試算は、単一の

発電所の新設を前提にしたコストのみを対象に比較されるため、過小評価されている。 

 

表 3.1 原発のコストが安くなる想定の可能性 

原子力発電所の

運転年数 

建設費は、運転年数を長期に見込むほど安く出る。従前の総合資源エネルギー調

査会の試算は原発の運転年数を 40 年と想定した。秋元の試算23はさらに使用年

数を 40～60 年と長くして試算している。 

40 年とすると原子力が安くなるケースが多い。法定耐用年数（火力 15 年、原発

16 年）で計算すると、LNG・石炭の方が原発よりも安くなる24。 

設備利用率 原発の設備利用率は、最低でも 70％で計算されている。実績に近い 60％で想定

すると、コストは上昇する。 

 

 

3.1.2 試算の対象範囲 

 試算で見込まれている主な項目について表 3.2に示す 

 

表 3.2 原発の発電コストとして想定される各種コストの種類 

 項目として含まれているか 

総合資源エネルギー調

査会(2004)25 
大島（2011）26 秋元（2011）27 

建設費 ○ ○ ○ 

燃料費、メンテナンス費等 ○ ○ ○ 

廃炉コスト、放射性廃棄物処分費、

核燃料再処理費、核燃料サイクル

コストなど 

△ △ △ 

原発推進の行政コスト × ○ × 

揚水発電所の建設等コスト × ○ × 

安全対策の追加コスト × × × 

環境コスト、事故リスク × × × 

 

 原発に特有のコストとして、廃炉コスト、放射性廃棄物処分費、核燃料再処理費、核燃料サイク

ルコストなどがある。現状では不確実性を大幅に含んだ算定しかできないが、いずれも現状の支払

額を前提にするなど、不確実なコストの中でも下限を示している28。環境コスト、事故リスクにつ

いては、「想定外」となっている。 

                                            
23 秋元「発電コストの推計」（原子力委員会、2011/9/13） 
24 福島第 1 原発が 40 年で事故を起こした。30 年以上は安全上問題である。特に 60 年運転で、追加安全対策費・工事費

も計上されないのは現実的とは言えない。 
25 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト検討小委員会（2004/1/23） 
26 大島・木村「本当のコスト比較、標準的風力発電は原発よりも安い」エコノミスト(2011/8/9) 
27 前出 22 
28 大島によれば、国の核燃料再処理費は、再処理工場が定格稼働するという設定で計算されている。しかし、フランス

の再処理工場の2007年の稼働実績が56%、六カ所村の再処理工場が事故続きで運転の見通しが立たないことなどからも、

この見積もりは過大である。また、全量再処理する方針であるにもかかわらず、コストはその半分しか見込んでいない。

さらに、放射性廃棄物処理費のうち高レベル廃棄物処理費は2002年の拠出金単価がベースで、これは海外から返還され

た高レベル廃棄物一次貯蔵に要するコストの3.5分の1にしかならない。廃炉コストについては、これまで日本原電東海

原発の解体しか経験していないが、従前の不十分な積立費に基づいて計算されている。 
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 大島らのモデル発電所方式による試算では、火力発電の炭素費用、揚水発電の追加費用29、補完

的財政支出30を計算に含めている。これらは他では計算されていない。 

 

3.1.3 各種試算結果の評価 

 それぞれの試算結果を整理すると（表 3.3）、行政コストや揚水発電のコストを加える大島の試算

の場合、原子力のコストは火力、一部の再生可能エネルギーよりも高くなる。またそうしたコスト

を加えなくても、秋元の試算のように設備利用率を 70％から 60％に下げると火力と逆転する。福

島第 1原発が 40年で事故を起こした。安全対策の強化なく30年以上運転することは安全上問題で

ある。特に 60 年運転で、追加安全対策費・工事費も計上されないのは現実的とは言えない。そう

した実態を踏まえ、原発の想定を一部変えたり、様々な費用を限定的に加えたりするだけで、原発

は他の発電方法よりも高くなる。 

 

表 3.3 各種試算の結果一覧 

  総合資源エネ

ルギー調査会

（2004）31 

 

大島（2011）32 秋元（2011）33 

主な想定 原発コスト

の範囲 

揚水コスト、

財政支出含ま

ず 

揚水コスト、財政支出含む 揚水コスト、財政支出含まず

運転年数 16 年 40 年 25年 30 年 40 年 20 年 30～40 年 40～60 年

設備利用率 70% (水力

45%) 

20% 70%（原発）

85%（火力）

70%（原発）

85%（火力）

20% 石炭 70～80% 

石油 20～60% 

LNG 50～60% 

60～85%

割引率 4% 5% 5% 

発電単価 

[円/kWh] 

一般水力  13.3       

揚水発電         

石炭火発 8.4 6.5   9.43  8.0〜11.6  

石油火発 13.4 11.6     15.8～27.2  

LNG火発 7.7 6.7  10.87   10.4～16.1  

原発 8.3 6.2      8.1～

12.5 

原発＋揚水    12.06 11.46    

風力   11.3   16.1

～

18.3

  

地熱     12.43    

 

 

                                            
29 揚水発電とは、電気の余る夜間に上の池に水をくみ上げ、電力需要の昼間に下の池に落として発電。発電ロスは約

30%。原発は出力調整できないので、需要の少ない夜間に電気が余るので、揚水発電所に「蓄電」する必要がある。 
30 エネルギー特別会計の中で、原発立地自治体への電源立地交付金、原子力関係の技術開発予算に約 3000 億円を充当

している分を計算 
31 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト検討小委員会（2004/1/23） 
32 前出 26 
33 前出 23 
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3.2 実績方式（有価証券報告書方式） 

 

 電力会社での実績に近いコストを推定する方法として、有価証券報告書からの推定がある34。大

島35は、有価証券報告書に基づき、1970 年～2007 年までの火力、原子力、水力のコスト比較を行う

とともに、行政コスト（政府予算）、揚水発電のコストを追加して計算している。日本エネルギー

経済研究所36は、行政コストや揚水発電のコストは算入せずに計算している。 

 試算で見込まれている主な項目について表 3.4、また、その試算結果を表 3.5に示す。 

 

表 3.4 原発の発電コストとして想定される各種コストの種類 

 項目として含まれているか 

大島（2011） 日本エネ研（2011） 

建設費 ○ ○ 

燃料費、メンテナンス費等 ○ ○ 

廃炉コスト、放射性廃棄物処分費、核燃料

再処理費、核燃料サイクルコストなど 
△ △ 

原発推進の行政コスト ○ × 

揚水発電所の建設等コスト ○ × 

安全対策の追加コスト × × 

環境コスト、事故リスク × × 

 

表 3.5 各種試算結果 

  大島（2010） 日本エネ研（2011） 

主な想定 対象期間 1970-2007 2000-2007 2006-2010 

原発コストの範囲 財政支出含む 財政支出含まず 

発電単価 

[円/kWh] 

一般水力 3.98 3.59  

揚水発電 53.14 42.79  

火力 9.90 9.02 10.2 

原発 10.68 8.93 7.2 

原発＋揚水 12.23 10.11  

 

いずれの試算でも、2004 年に政府が試算した原子力の発電コスト（4.8～6.2 円/kWh）と比べる

と高かったことが示されている。 

行政コストや揚水発電のコストも含め、原発の不確実なコストの一部を加算した大島試算では、

原発のコストは火力を上回っている。ここでも、原発の様々なコストを限定的に加えただけでも、

原発が他の発電手段よりも高くなる試算が見られる。 

なお、大島と日本エネ研の試算は、対象時期が異なり、原発のコストは最近になるほど安いとの

結果が出る傾向にある。これは、原発の建設費が高騰している一方で、多くの原発は 1980～90 年

代に建設され、2000 年以降は数えるほどしか建設されていないこと、特に日本エネ研が取り上げた

                                            
34 これまで、この方法により、室田（1991）、国武（1998）、電気事業連合会（2004）、大島（2010）、日本エネル

ギー経済研究所（2011）などが分析を行っている。 
35 大島堅一「再生可能エネルギーの政治経済学」、東洋経済新報社（2010） 
36 日本エネルギー経済研究所「有価証券報告書を用いた火力・原子力発電のコスト評価」（原子力委員会 2011/9/13） 
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2006 年以降は建設費総額が減っている37ことや、建設後 16 年を経過して減価償却費計上が不要に

なった古い原発の割合が増えていること38、なども影響していると考えられる。また 2006 年以降の

火力のコストは、2008 年に石油高騰があり、10 電力の燃料費が総額 3 兆円高騰（2000 年代前半比

で）したことなどにより上がっていることから、原発より高い結果になったと考えられる。過去の

実績として原発のコストを見るには、短期間の個別要因に左右されずに、長期に見る方が実態をつ

かめると言える。   

 

 

４．原発停止による短期のコスト影響 

  

福島第一原発事故後、政府や研究者、NGOなどが、2012 年に原発がすべてとまり、火力発電で代

替される場合の発電コストを試算している。試算結果は大きく異なる。 

 この場合のコストは、既存の設備を使う場合には、発電コストのうち、発電量に比例してかかる

コスト39が対象になる。火力発電では主に燃料費、原子力発電では発電量に相当するコストとして、

核燃料費の他、核燃料再処理費（政府が再処理方針を続ける間は）、放射性廃棄物処分費などがあ

るが40、加えて、耐震や津波対策などの追加安全対策のコストが考えられる。 

 

4.1 燃料費等の単価 

 

表 4.1 燃料費等相当単価 

  エネルギー・環境会議41 

[円/kWh] 

気候ネットワーク42 

[円/kWh] 

その他 

[円/kWh] 

原発 

核燃料費 1 

4.3(*1) 

 

核燃料再処理費 

放射性廃棄物処分費 
 

運転維持費  3.0(*2)  

追加安全対策   2.5(*4) 

石炭火発 燃料費  3.2(*3)  
石油火発 燃料費 16 9.8(*3)  
LNG火発 燃料費 11 6.7(*3)  
注：建設費、各種社会的費用を除いている。 
(*1) 核燃料費（原子力産業会議「原子力産業実態調査」）、核燃料再処理費・放射性廃棄物処分費（大島43）。 
(*2) 原子力産業会議「原子力産業実態調査」。廃炉を決めた原発については停止可能。 
(*3) 2009 年の値。2020 年にむけて上昇 
(*4) 旧型の炉では建設費相当44。 

                                            
37 北海道電力泊３号と建設中の中国電力島根３号程度のみである。 
38 現状の会計制度では、原価償却済の施設は設備費がかからない勘定になるので新しい施設以上に動かすほどより多

くの利益を獲得でき、電力会社が古い原発を動かす誘因になっている。 
39 既に支払った建設費の償却分などは除く。 
40 放射性廃棄物処分費については、百万年から１千万年の貯蔵コストは計算不可能だが、少なくとも現在政府が想定

しているものは「燃料費」と同様に発電量に比例してかかるコストとして計算できる。 
41 エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策」（2011/7/29） 
42 気候ネットワーク「全ての原発が停止する場合の影響について」（2011/7/1） 
43 前出 35 
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 原発から既存火発へシフトする場合の費用比較には、単価と費用総額の比較がある。まず、単価

について整理する（表 4.1）。原発の場合は再稼働に必要な最低限のコストになる。 

 国のエネルギー・環境会議の原発の単価は、核燃料費のみとして安価に想定されている。一方、

気候ネットワーク試算では、核燃料費に維持費や安全対策の追加費用などを見込み、石炭火発、LNG

火発の単価よりも高くなるとし45、また、今後の追加安全対策のコストを推定して見込むと（表 4.1

注参照）、石油火力よりも高くなるとしている。 

 

4.2 燃料費等の総額 

 

次に、2012 年に向けて原発が全て停止し、火力発電所に転換する場合の燃料費等の総額の比較を

する(表 4.2)。 

 2011 年夏に実施されたような省エネを一切見込まず、原発の単価を核燃料費だけの小さな範囲で

見積もった試算の場合、火力発電への転換が行われると兆円単位のコスト増という計算になる（日

本エネ研、エネルギー・環境会議）。一方、原発のコスト範囲を核燃料再処理費などまで拡大する

試算では、2000 億円程度の費用増と、ほぼ 10 分の 1になる（気候ネットワーク）。これに、2011

年に経験したような省エネを見込んだ試算では、総費用は逆に減少する。 

 

表 4.2 原発全停止の際の火発転換の費用総額 

 日本エネルギー経済研究所46 エネルギー・環境会議47 気候ネットワーク48 

前

提 

発電量、

転換先 

省エネなし。2012 年には電力

需要 2.9%増加。 

石炭火発、石油火発、LNG火発

に転換 

省エネなし。 

石油火発とLNG火発転換 

 

省エネなし 

LNG転換の場

合 

 

原発の電力量（全体の

27%)のうち 13.5%省エ

ネ、13.5%LNG転換の場

合 

単価 原発は試算せず 原発 1円/kWh 

火発 12.5 円/kWh 

原発 4.3 円/kWh 

LNG火発 6.7 円/kWh 

原発費用 試算せず 2700 億円 

（2745 億kWh×1 円/kWh） 

原発の発電単価に 4.3 円/kWhを使用

火発転換の

際の費用 

3 兆 4700 億円 

石炭 1910 億円 (908 万t増) 

石油:1 兆 8870 億円 

(2745 万KL増) 

LNG:1 兆 3960 億円 

（2002 万t増） 

3 兆 4300 億円 

（2745 億kWh×12.5 円/kWh）

 

LNG火発の単価に 6.7 円/kWhを使用

差し引き （報告では火発燃料費が約

3.5 兆円増加とだけ発表） 

3.16 兆円負担増 2200 億円負

担増 

5400 億円負担減 

 

                                                                                                                                                 
44 中部電力浜岡原発 1 号 2 号が、耐震補強よりも建て替えを選択したことから推定。 
45 気候ネットワークの試算では、化石燃料の燃料単価の初期値は 2009 年実績で、その後 IEA の見通しに従い上昇する

ことになっている。 
46 日本エネルギー経済研究所「原子力発電の再稼働の有無に関する 2012 年までの電力需給分析」（2011/6/24） 
47 エネルギー・環境会議「当面のエネルギー需給安定策～エネルギー構造改革の先行実施～」（2011/7/29） 
48 前出 42 
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【Box-2 原発停止した場合のピーク時対応コスト】 

 

 原発が停止した場合の年間の燃料費総額については、表 4.2 の通り、省エネをしない想定ではコ

スト増、省エネをする想定ではコスト減になっている。では、ピーク時のコストはどうだろうか。

 まず、原発全停止の場合の来年夏のピーク電力の余力について、政府のエネルギー・環境会議

は、省エネを考慮せずに、供給力に制約がある想定で 1660 万 kW 不足するとしている。しかし、今

年並みの節電・省エネを実施すると、昨年比で最大電力は 2300 万 kW 減少し、政府の言う「不足」

を解消し余裕がでる。また、政府のエネルギー・環境会議の供給力想定をみると、北海道電力が

最大の火力発電所 70 万 kW を夏に停止する（それによって 32 万 kW 不足）、全国の揚水発電 2672 万

kW のうち 1804 万 kW しか使わない、自家発電は来年に向けて 120 万 kW 減少させるといった想定が

なされている。これに対し、需要側は今年なみの省エネを実施し、供給側でも既存設備を活かし、

揚水発電をフルに活用し、真夏には定期検査をせず、今年契約した自家発電の受電を来年も続け

るなどをすれば、来年は原発全停止でも余裕がありそうである。 

 電力会社は緊急用としてディーゼル電源等を約 260 万 kW 配備あるいは今後配備予定としてお

り、これらのリース等のコストが発生している。しかし上記のように省エネと既存設備活用をす

れば、長期休止中の石油火力で復活が困難なものに多額の設備費をかけるといったそれ以上の投

資は必要ない状況にある。 

 ピーク対応のコスト試算は出されていないが、省エネをして既存設備を活用することとすれば、

コストはほとんどかからず対応できるが、省エネを見込まず、しかも既存設備も十分に活用しな

いで追加電源を設置する想定では追加コストが多くかかると言えそうである。 

 

５．これからの電気料金への影響 

 

5.1 エネルギー・シフトによる電力料金への影響 

 

 前項では、原発を停止した場合の短期のコスト影響について複数の試算をレビューした。ここで

は、原発を省エネや再生可能エネルギー電力にシフトした場合の電気料金への中期的な影響に関す

る試算について検討する（表 5.1）。 

原発を止めると電力価格が上がるという試算が複数あるが一方で、原発を停止しながら省エネを

実施することで、必要な代替燃料を小さく抑え、コストを下げる試算もある（気候ネットワーク）。

コストを上げない試算は、省エネがコスト減に効いていることが明確である。コストが上がるとす

る試算については、価格上昇の原因を明らかにしてないものが多く、どういう原因で上がるのか（化

石燃料が高額なのか等）の中身を示せておらず、説得力を欠いている。 

 



 Ⅰ. 発電の費用に関する評価報告書 

 

18 
 

 

表 5.1 電力価格・家庭の電気料金への影響について 

 日本学術会議（2011）49 秋元(2011)50 気候ネットワーク（2011）51

計算期間 2020 年まで  2020 まで 

想定 原発再稼働なし。 

原発は 2882 億kWhがゼロに。火

発も 1600 億kWh減、再エネ 2700

億kWh、省エネ 1300 億kWh  

原発を全て太陽光に転換

した場合 

原発再稼働なし。 

省エネも実施 

投資額な

ど 

再エネ 24.9 兆円 

系統安定 35 兆円 

（5年間の投資） 

  

原発単価 5.9〜20.2円/kWhで2020年まで

一定 

 7.3 円/kWh（燃料・維持費）

でその後も上昇 

火発単価 一定  IEA想定通りに燃料費が増加

電力単価 2020 年に 3.82〜8.30 円/kWh増  原発維持に比較し、単価に変

化なし 

家庭の負

担 

2020 年に 474〜1821 円/月増  

5000 円/月増加 

原発維持に比較し、2020 年

に 30 円/月減少 

 

 

 

5.2 再生可能エネルギーによる電気料金への影響 

 

再生可能エネルギーについては、2011 年 8 月に成立した法律「電気事業者による再生可能エネ

ルギー電気の調達に関する特別措置法」に基づいて、2012 年 7 月から、再生可能エネルギーの全

量固定価格買取制度（FIT）がスタートし、発電事業者が発電した電気の全量買取が電力会社によ

り行われることになった。これにより、発電事業者は 15 年以上の長期的な事業を安定して行うこ

とが可能となり、再生可能エネルギーによる発電設備の導入が大幅に進むと期待されている。一方、

買取りに必要な費用については、再生可能エネルギーによる電気で削減された化石燃料などのコス

トが差し引かれた後、全ての利用者の電気料金に賦課金（サーチャージ）として上乗せされる。こ

の賦課金の金額は、再生可能エネルギーによる発電量に応じて毎年増加することになるが、再生可

能エネルギーによる電気料金への影響の将来予測については、その導入目標量によって大きく変わ

ることになる。この電気料金への影響を再生可能エネルギー導入に伴う社会的なコストと考える議

論があるが、一方で後述する再生可能エネルギー導入の多くのメリットのための投資であると考え

ることができる。 

その一方で、当面の間、頼らざるを得ない火力発電の燃料である石炭、石油、天然ガスなどの化

石燃料の調達コストは将来大幅に上昇することが予想されている（Box-3 参照）。2008 年のリーマ

ンショック以前の様な大幅な調達価格の上昇が短期的に繰り返される中、化石燃料の調達コストの

                                            
49 日本学術会議「エネルギー政策の選択肢に係る調査報告書」（2011/9/22） 
50 前出 23 
51 前出 42  
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上昇は、燃料費調整制度により、すでに電気料金に反映されおり、現行制度においても電気料金の

上昇幅がkWhあたり最大5円に達することが許容されている(標準的な家庭で月額1500円の上昇に

相当)。将来、化石燃料の調達コストの上昇に加えて、電気料金の制度変更を想定するとこれを超

える電気料金上昇も予想される。再生可能エネルギーの大幅な導入は、この化石燃料の調達コスト

の上昇に伴う電気料金への影響を緩和する効果があり、長期的なトレンドを考えれば、再生可能エ

ネルギーの導入が電気料金の上昇を抑制することができる。こうした考え方に基づき、中期的な

2020 年頃までの電気料金への影響について、再生可能エネルギー導入による賦課金と、化石燃料

の上昇に伴う料金上昇（燃料費調整など）について試算を行った例を表 5.2 にまとめた。化石燃料

の価格上昇に伴って、再生可能エネルギー導入による燃料コスト削減効果がより大きくなり、再生

可能エネルギーの賦課金は一定レベル（kWhあたり 3 円程度）以上には上がらず、将来的には下降

に向かうとする試算が複数ある。その際、再生可能エネルギーの買取価格は、発電設備の導入コス

トが量産効果等で減少することに合わせて、見直しが行われ減額されることが想定されている。再

生可能エネルギーの設備は、太陽光発電パネルに見られるように市場経済で動く工業製品という側

面がある。そのため、累積生産量 2 倍で価格が 2 割低下するという、パソコン・携帯電話・液晶テ

レビなどで見られる工業製品の経験則がほぼ成り立ち、将来的には賦課金は小さくなっていく。 

 

表 5.2 再エネ賦課金と化石燃料高騰による家庭の電気料金負担 

  田中ら(国家戦略室)52 環境省53 環境エネルギー政策研究

所54 
前提  2020 年に再エネ電力

20%、2030 年に再エネ

電力 30%（電力量一

定、大規模水力含む）

2020 年に再エネ電力 16～
18%、大規模水力含む 

2020 年に再エネ電力

37%(電力量全体が 2010
年に比べて 20%減少、大規

模水力を含む) 
負担 種類 再エネ 化石燃料 再エネ 化石燃料 再エネ 化石燃料 

単価   0.86 円/月 
(2011-2030) 

1.14 円/月 

 3 円/kWh 6 円/kWh 

家庭の月

額負担 
504 円/月 
(2020) 

205 円/月 

(2030) 

1040 円/月
(2020) 
1456 円/月

(2030) 

258 円/月
(2011-2030) 
341 円/月

(2021,最高値) 

 900 円/月
(2020) 

1800 円/月
(2020) 

 

                                            
52 「エコノミスト」9/13 号 「潜在力高い再生可能エネルギー 『30 年までに 30%』目指せ」 
53 再生可能エネルギー普及方策検討会（2009/2） 
54 環境エネルギー政策研究所ブリーフィングペーパー(2009/7/25) 
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【Box-3 化石燃料の調達コストについて】 

 

・上昇する近年の化石燃料の調達コスト 

2000年以降上昇を続けていた国際的な化石燃料価格は、2008年のリーマンショック前に一時的

に高騰したが、その後の新興国を中心とした需要回復と共に再び上昇基調にある。発電用に用いら

れる原油、天然ガスおよび石炭の輸入価格も上昇しており、2011年8月の時点で2010年4月から比

べて3～4割程度上昇しており、2008年の価格高騰時の水準にまで達している。最近の傾向として

天然ガスおよび石炭の輸入価格が大幅に上昇しており（2008年度の化石燃料輸入額は約23兆円）、

国内の火力発電に対する燃料調達の増大等、国内外の需給関係からこの傾向は今後とも継続すると

予想される。 

なお、化石燃料の価格上昇に伴い燃料費調整制度により電力料金も上昇しており、2011年3月か

らの9カ月間で2.3円/kWhの上昇（標準世帯で月650円の上昇）となっている(東京電力実績)。 

 

・将来の化石燃料の調達コストの予測 

 今後の中期的な化石燃料の予測については様々なレポートがあるが、過去の実績をみても将来の

価格を予測するのは困難が伴う。これは今後の需要想定や供給能力等について多くのシナリオが考

えられるためである。しかしながら、新興国の中心とした国々での需要増加や化石燃料の供給能力

のリスクを考えれば、中長期的に価格上昇が継続すると考えられる。 

例えば、昨年公表されたIEA（国際エネルギー機関）のWorld Energy Outlook(WEO)2010では、

2035年までの化石燃料の国際価格をいくつかのシナリオに対して予測している（下表）。 

原油については、2010年時点での実績値が100ドル近いことを考えるとこの予測は低すぎると考

えられる。一方、天然ガスについては輸入国毎に価格が大きく異なるが、IEAのWEO2010では日

本の場合を上記の表の通りに予測している（従来政策の場合）。天然ガスについても最近の価格上

昇を考えるとIEAの予測は低すぎる可能性がある。さらに石炭については、価格の上昇が非常に緩

やかであるとIEAは予想しているが、近年の急激な価格上昇を考えると低すぎると言わざるを得な

い。将来の化石燃料価格は、近年の推移はIEAの予測をすでに上回っており、これからの資源枯渇、

ピークオイル、需要増、原発低迷などの要素も考慮すれば、IEA予測より高めに推移すると考える

のが妥当である。 

 

 2009年 2020 2035 

原油 60ドル/バレル 110ドル/バレル 135ドル/バレル 

天然ガス 9.4ドル/Mbtu 13.9ドル/Mbtu 16.5/Mbtu 

石炭 97ドル/t 106ドル/t 115ドル/t 

（WEO2010）
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5.3 系統費用の考え方 

 

いわゆる「スマートグリッド」に代表される次世代エネルギーシステムは、これからの再生可能

エネルギーの普及だけではなく、需要側の送配電網の強化が省エネや節電などの需要側の対策とし

ても効果があるとされており55、系統の見直しは必然的なものになっている。これらの電力系統に

対する対策費用は、再生可能エネルギーの大量導入に対して必要なインフラへの投資と考えること

もできる。 

一方、太陽光や風力発電等の再生可能エネルギーは、大型火力や原子力などと比べて特段に不安

定だとされ、電力系統対策への費用が必要だと指摘されている。例えば、太陽光発電については需

要の少ない時期に発電量が消費量を上回るための対策費用が試算されている。風力発電については、

地域的な偏在性が指摘され、全国レベルの電力系統の増強(特に会社間連携線)に関する試算が行わ

れている。 

 表 5.4 に、系統安定化のための各種試算をまとめた。再生可能エネルギーの導入に伴う電力系統

の増強の費用については、太陽光発電に関するものが多く、経済産業省の試算例の最大 85.7 兆円

に見られるよう、巨額の投資が必要と試算される。 

太陽光発電の大量導入に伴う電力系統に対する費用の総額、家庭の負担内容を見ると、その大半

は、正月やゴールデンウィークに原発と太陽光発電の電力量が需要を上回ることに主に対応する蓄

電池設置コストとなっている。ただし、蓄電池を設置しない場合の検討も行われており、その場合

はその費用は大幅に減少することが指摘されており、幅がある。 

 

表 5.3 電力系統の増強のための費用試算例 

 経済産業省56 経済産業省57 環境省ロードマップ検討会58 
導入想

定 
太陽光 

2020:1432 万kW 

2030:5321 万kW 

太陽光 

2800 万kW 

太陽光 

3500 万kW 

太陽光 

5000 万kW 

風力 

1130 万kW 

太陽光 

10060 万kW 

風力 

2690 万kW 

期間 2030 年まで 2020 年まで 2020 年まで 2030 年まで 
総額 5.39～6.70 兆円 

 

1.46～18 兆円 

最大 57.2 兆円 

2.03～24.17 兆円 

最大 85.7 兆円 

2.05～5.84 兆円 6.7～19.4 兆円 

主な 

費用 

正月などの電力余

剰を避ける蓄電池

設置が4.8～6.01兆

円で大半 

正月などの電力余

剰を避けるための

系統側蓄電池設置

が 15.1 兆円。また、

需要側に蓄電池を

つけると蓄電池だ

けで最大 56.7 兆円

かかる。 

正月などの電力余

剰を避けるための

系統側蓄電池設置

が 22.7 兆円。また、

需要側に蓄電池を

つけると蓄電池だ

けで最大 85.1 兆円

かかる。 

太陽光: 

1.95～5.37 兆円兆

円 

風力: 

0.1～0.48 兆円 

太陽光: 

4.3～16 兆円 

風力: 

2.4～3.5 兆円 

家庭負

担 
 63～901 円/月増 139～1637 円/月増   

                                            
55 EPRI “Estimating the Costs and Benefits of the Smart Grid” (2011.3) 
56 経済産業省・低炭素電力供給システムに関する研究会・新エネルギー大量導入に伴う系統安定化対策・コスト負担検

討小委員会報告(2009/1) 
57 次世代送配電ネットワーク研究会「再生可能エネルギーの大量導入に伴う系統安定化対策コストについて」(2010/3) 
58 低炭素社会づくりのためのエネルギーの低炭素化に向けた提言(2010/3) 。金額は将来価値(発生時点の費用の累積値) 
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 電力系統への対応はさまざまな方法があるが（表 5.4）、これらのうち、前述の政府のコスト計算

において主に検討されていたのは、表 5.4 の(3)の太陽光発電における需要の少ない時期に電力が

余ることへの対応で、蓄電池を設置する対応が提案されている。 

スマートグリッドなどの需要側での電力系統の検討の中では、蓄電池の導入効果が指摘されてい

るが、実際には、発電側については広域の送電網による平準化の効果や、天気予報を用いた火力の

出力の抑制制御などにより充分に対応可能なことも多い。風力発電においては、既設の会社間連系

線の活用と今後の増強がポイントになるが、その費用は太陽光発電に関する一連の対策費用に比べ

れば比較的小さい59。 

さらに、電力系統での平準化の機能として、既設の揚水発電の活用が考えられる。揚水発電は、

これまで原子力発電で余った電力をピーク時に活用するために用いられてきたが、今後は、再生可

能エネルギーと組み合わせた活用が考えられる。 

従来の試算は、原発を含む「余剰」の対応コストを、再生可能エネルギーに押しつけていたと見

ることもできる。また、原発の多くが停止し、原発依存を下げる議論がなされている今日の状況で、

原発の発電量が３割を占めることを前提にした太陽光の「余剰」の議論は成り立たなくなっている。 

今後の再生可能エネルギーが大量導入に向け、それに対応した電力系統の強化と、広域化された

送電網・スマートグリッドという新たな条件の下での費用の再検討が必要な状況になっている。 

 

表 5.4 電力系統に対する影響と想定される対応 

 影響項目 対応 中長期的な対応 

再

生

可

能

エ

ネ

ル

ギ

｜ 

(1)出力の変動 ① 需要側の対応 
・電圧等に高い精度を要求する 
・設備側に変動を抑える設備を導入60 
②送電網の対応 
・送電網・送電線の強化 
・広域運用 
② 供給側の対応 
・天気予報で変動を予測、火力を出力調整 
・揚水発電の活用 
・蓄電池の導入 
・変動が大きくなった場合に出力抑制 
※広域では大きな変動はないとの指摘も多い。 

揚水発電を広域の蓄

電池として使用可能

(2)周波数の変動 

(3)需要の少ない時期に電

気が余る可能性 
・発電側で蓄電池を導入、あるいは余る場合に

は太陽光の出力抑制 

原

子

力

発

電 

(4)出力調整不能で夜間に

電気が余る 
揚水発電 
オール電化 

原発事故・停止で、

余る電気は減少。原

発をベースロードと

しない新たな電力系

統の考え方が必要。

(5)大規模な建設遅延、大

規模な停止 
石油火力発電所の稼働増（2008 年など） 
計画停電（2011 年 3 月、東京電力管内） 

                                            
59この費用には各地域で風力発電を導入する際のアクセス線の費用は計上されておらず、地域別の検討が必要である。 
60 再生可能エネルギー普及方策検討会報告書（2009）によれば、需要家の少なくとも 83%は、現在よりも電圧変動や

周波数変動があっても問題がなく、当該機器を使用している需要家は 17%。しかもその全部が電圧変動などで高い精度

を要求しているわけではない。 
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円
/
kW

h
 

火力 再エネ原子力

C 外部費用(放射線, 気候変動, 紛争etc.)
B Aに含まれないコスト(公的資金、バックエン

ド、系統）

A これまでの狭義の「発電コスト」

D 便益（地域経済・雇用・等)

C

B 

A 

D

円
/
kW

h

火力 再エネ原子力

C 外部費用(放射線, 気候変動, 紛争etc.)
B Aに含まれないコスト(公的資金、バックエン

ド、系統）

A これまでの狭義の「発電コスト」

D 便益（地域経済・雇用・等)

B 

A 

C

D

 

発電にかかる短期の費用・中長期の費用は図 5.1 のように表せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 発電にかかる費用（左：短期、右：中長期）（※スケールはイメージ） 

 

 

６.中長期のベネフィット 

 

 再生可能エネルギーの導入は、化石燃料を代替することによるCO2削減(地球環境保全)や地域や

国内のエネルギー資源を活用することによるエネルギー自給率の向上（エネルギー安全保障）、導

入に伴う設備投資や技術開発に伴うグリーン経済の成長効果、そして地域での金融・経済・産業・

雇用創出など様々なメリットを生む。定性的に評価した場合でも、火力発電や原発の導入や運転に

伴って発生する社会にとっての広義の費用(図 1 の社会的費用を含む)が社会へのベネフィット(便

益)を明らかに上回っていくため、今後減らすべきものである。それに対し、「省エネ発電所(ネガワ

ット)」や再生可能エネルギーの導入は社会にとってのベネフィット(便益)がコスト(費用)を上回り、

今後、確実に増やしていくべきものであることが明確である。 

 そのベネフィット(便益)と負のコスト(費用)について、項目と試算の例を以下に述べる。 

 

6.1 気候変動被害を回避するメリット 

 

再生可能エネルギーは、火力発電所による化石燃料の削減、温室効果ガスの排出量削減につなが

り、地球環境への悪影響を回避するメリットや、火力発電の大気汚染物質排出の削減による健康影

響などの回避メリットがある。 

 気候変動の被害は、スターン・レビュー61によれば長期的に一人あたり消費を２割低下させる。

GDPの２割と考えればこれは日本で100兆円の損失に匹敵する。また、環境省「地球温暖化の日本

                                            
61 ニコラス・スターン「気候変動の経済学」(発表は 2006年)。Stern, N." The Economics of Climate Change", Cambridge 
university press,2007. 
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への影響」62でも、対策を行わないと、今世紀中盤以降には洪水氾濫で９兆円、高潮被害で７兆円、

などの被害が予想されている。化石燃料にはこれらのコストがかかってくると言える。また、原子

力発電も、計画の遅れから同等のコストがかかっているとみることができる。（Box-4・5参照） 

 

【Box-4 原子力発電のCO2削減効果】 

 

原子力発電は、運転中にCO2を排出しないことから、気候変動対策として推進されてきた。しか

し、過去のトレンドを見ると、原子力の増加に伴いCO2排出量も増加しており（図）、CO2排出削

減に寄与しているとは言えない。この原因として、原発増設を口実に省エネや再生可能エネルギー

導入を先送りし、かつ温暖化対策に逆行する石炭火力発電所の増加を容認してきたことが挙げられ

る。 

また、これまでの国の原発計画は遅れることが常であり、遅延によって、代替する火力発電のCO2

排出を招いている。原発計画に依存し、その分他の省エネや再生可能エネルギーの導入を遅らせて

いることで、増加は不可避となる。ヤコブソン63は、この遅延による追加排出量を分析している。

この遅延排出量相当のコストは、原子力発電が実質的に火力発電同様のCO2排出による環境コスト

だと言える64。 

 
図6.1 原子力発電の設備導入と、一次エネルギー・CO2排出の推移 

                                            
62 温暖化影響総合予測プロジェクトチーム「地球温暖化の日本への影響ー最新の科学的知見ー」(2008) 
63 Jacobson, Mark Z.: "Review of solutions to global warming, air pollution, and energy security", Energy & 
Environmental Science, No.2, pp.148-173, 2009. 
64 例えば、各電力会社の供給計画では、2008 年の原発の設備利用率を 75％としたが、実際は 60％だった。この 15％
を石油火力などで代替し、その分の排出増加を招いた。この石油燃料価格と炭素価格分をコストとして指摘できる。 

CO2 排出量 

一次エネルギー

原発設備
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【Box-5 炭素価格の試算】 

 

火力発電には温暖化対策にかかる「炭素価格」が今後かかると見ることができる。中期的にCO2

トンあたり10000円の炭素税をかけて気候変動対策を促進していくことにすれば、「炭素価格」は

以下のように、石炭、次いで石油が高くなる。炭素価格次第で、従来の発電コストを上回るほどの

炭素価格となる。 

 

表6.1 火力発電の「炭素価格」（CO2トンあたり10000円の炭素税導入の場合） 

  

  

炭素価格 

[円/kWh] 

単位排出量 

[kg-CO2/kWh]
発電効率 

燃料の排出係数 

[t-CO2/GJ] 

石炭 8.2 0.815 40% 0.0906 

石油 6.3 0.633 39% 0.0686 

LNG 4.5 0.446 40% 0.0495 

LNG 複合 3.4 0.336 53% 0.0495 
 

 

 

6.2 化石燃料コストの削減と資金の国外流出の抑制 

 

 2008 年度の化石燃料輸入額は約 23 兆円であり、国内総生産(GDP)の約 5%に達したが、将来の

価格高騰や海外からの調達が困難になることを想定すると、エネルギー安全保障上も大きな問題で

あると同時に、多くの国富が国内の産業の発展や雇用に役立つことなく国外に流出することを表し

ている。 

 この海外に流出する化石燃料コストを、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー設備の導入な

ど国内での事業に投資すれば、莫大な国内設備投資や金融・経済・雇用への好循環が生まれる（表

6.2）。 

 

表 6.2 化石燃料コスト削減の試算例 

日本経済研究センタ

ー65 

CO2削減策をとらないと、2035 年まで年間 8 兆円の所得が産油国などに

流出。（低炭素経済シフトのため、復興税は炭素税にすべき。） 

再生可能エネルギー

普及方策検討会

（2009/2） 

再生可能エネルギー導入（2020 年に大規模水力込で約 16～18%）による

化石燃料削減効果 

2020 年の単年度で 5000～8000 億円、2020 年までの累積で 2.9〜4.0 兆円

2030 年の単年度で 8000〜1.4 兆円、2030 年までの累積で 9.9〜16 兆円 

 

                                            
65 日本経済研究センター 「既存原発止まれば影響 10 年単位に」（2011/4/25） 
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6.3 地域経済活性化と雇用拡大効果 

 

 国際的にはすでに 20 兆円規模の再生可能エネルギー市場が立ち上がっているが、日本の市場は

2%程度に留まっている。しかし今後は、省エネルギー対策および再生可能エネルギーの導入が、

設備投資等の経済効果、地域に経済の活性化と雇用ももたらすと試算される（表 6.3）。 

牛山ら66は、2020 年に電力の 25％を再生可能エネルギーに置き換えるころによる投資効果が年

8.4 兆円、またCASA67は、原発依存を下げながら温室効果ガス 25％削減を実現する温暖化対策の

投資効果が年 27.6 兆円になると試算している。これらによる 2020 年までの累積の投資額が 100～

200 兆円という額は、機械製造業の売り上げ（150～200 兆円/年）を一割伸ばすのに匹敵する大き

な投資額であり、それだけの内需市場が生まれることになる。 

 雇用効果は、60～190 万人の増加が見込まれると試算される。これは、現在の原子力産業と高炉

製鉄業による雇用の和の 6～20 倍に匹敵する大きさである。 

国内では排出量取引制度や環境税、再生可能エネルギーの導入などの環境政策による一部の産業

への悪影響への懸念が常々指摘されているが、その結果、これからの日本経済を担う 100 万人規模

の主力産業の芽をつぶしてきたと言うこともできる。 

新たな市場誕生は、電力各社が毎年化石燃料購入のために支出している約 3 分の 1 を国内の再生

可能エネルギーへの投資、金融機関や投資家の後押しを受けた各地域のエネルギー事業の展開など

によって確かなものになる。 

 

表 6.3 省エネ・再生可能エネルギーによる 2020 年の経済・雇用効果 

 投資効果 経済波及効果 雇用（※） 前提 

CASA 12.8 兆円/年 27.6 兆円/年（一次効果）

33.1 兆円/年（二次効果）

138 万人（一次効果） 

180 万人（二次効果） 

温室効果ガス

25％削減を実現

する場合 

藤川68  233〜287 兆円 165〜190 万人  

環境省69  GDP増加 26 兆円 59 万人 再エネを 16～

18％（大規模水

力を含む） 

牛山ら 8.4 兆円/年 17 兆円（一次効果） 

22 兆円（一次・二次効果）

88 万人（一次効果） 

117 万人（一次・二次効果） 

再エネを 25％

（大規模水力含

む） 

（参考） 

ドイツ 

  2010 年実績 36.7 万人 

（製造と運用の直接雇用） 

 

（※）国内の自動車製造業・部品製造業の雇用：87 万人、原子力産業の雇用 4.7 万人、高炉製鉄業の雇用 4.5 万人 

 

                                            
66 エコノミスト、8/16＆23 号 
67 CASA（地球環境と大気汚染を考える全国市民会議）「原発に依拠せずに 25％削減は可能」（2011.3） 
http://www.bnet.jp/casa/2020model/CASAmodel.htm 
68 藤川・下田「温暖化対策(グリーン投資) の経済効果」中央環境審議会ロードマップ小委員会 
69 前出 53 
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 原発にも化石燃料にも依存しない電力システムを作り上げることは環境対策であり、同時に経済

政策でもある。化石燃料の調達に伴う海外への支出を国内の経済・産業（特に再生可能エネルギー

などのグリーン産業）に回し、地域経済の活性化や特に若者の雇用を増やし、10 年後の日本経済

や製造業が内需をベースに国際競争に耐えられる基盤も盤石にすることは、今求められる日本の経

済政策だと言える。 

 

【Box-6 産業と雇用を創造する地域発の発電所】 

 

小規模分散型の自然エネルギーは、各地域の資源を生かして活性化を生み出すカギでもある。

長野県飯田市を中心とするおひさまエネルギー事業は、限られた地域内で小さな発電所を分散型

に設置することで 1000kWを超える発電事業を創造できることを実証している。また、北海道、

青森、山形などでは、市民出資による数千kWの風力発電事業が実現している。地域に数億円から

数十億円規模の投資をもたらす、これらの事業モデルは今や全国に広がりつつある。固定価格買

取制度（FIT）は、このような各地の事業実践を応援し、拡大させるだろう。地方自治体や民間ベ

ースの分散型発電事業をさらに拡大することは、地域における雇用拡大と経済の活性化を促進す

ることにもなる。 

 

 

6.4 震災復興、地域の産業振興、雇用対策に 

 

 震災の被災地を含む北海道、東北地方は、風力発電を中心に、再生可能エネルギーの導入ポテン

シャルが高い。集中して建設すれば、風力製造業、部品工業が集中立地する可能性もあり、復興を

強力に手助けしていくことによって、環境対策にも地域の産業振興にも効果を上げていくことが期

待できる。とりわけ、固定価格買取制度（FIT）を通じて、再生可能エネルギー電力の売電収入が

地域の収入として入ってくることは大きなメリットになっていく（東北の被災地への風力発電建設

効果は、売電収入 1229 億円/年、20 年で 2.5 兆円が地域の利益となるとの試算もある70。これは、

宮城県の電子部品デバイス製造業の付加価値額 1100 億円に匹敵する）。地域住民や農協・漁協・生

協、地元企業などが主体的に事業に関わり、運営に関与し、配当を得られることで、地域資源を地

元で使い、利益も地元に落としていくことが可能になる。 

再生可能エネルギーを通じた地域産業振興を実践していくことが急務である。 

                                            
70 前出 65 
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【補論１】 原子力発電の事故コストの試算 

 
 原子力発電の事故コストは、算出に難しさがあるが、既存研究をもとに試算を試みる。 

原子力委員会の下の原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会では、核燃料サイ

クルコスト・事故コストの再検討が行われている。このうち事故コストについては、賠償

額試算を 5.7 兆円という数値が出されている。これに対し、日本経済研究センターの被害

額に除染費用を加えたケース、朴の試算ケースを比較する形で、原子力委員会で示された

国内のシビアアクシデント発生実績 2.1×10 -3 炉年71を事故発生確率に用いて試算を行

う。 
 
表 H-1 原子力発電の事故コストの試算 

注 1：被害総額は原子力委員会原子力発電・核燃料サイクル等技術検討小委員会に提出された資料に基いている。除染

は含まれない。         

注 2：日本経済研究センターが原子力委員会に提出した資料 20 兆円＋除染費用(注 3）   

注 3：飯舘村は除染費用を 3224 億円と見積もっている。この目指すところは 1mSv/ｙであり、宅地（道路含む）、農地、

森林となっている。1mSv/y は空間線量率にしすると 0.11μSv/ｈとなる。バックグランド含めると、およそ 0.2μSv/ｈ

以上の地域の除染となる。政府は 1mSv/ｙ以下を目指して除染すると表明している。他方、文科省は汚染マップを公表

しているがまだ汚染範囲の全容は公開されていない。長野県、山梨県、岩手県などが発表されていない。文科省最新の

汚染マップから推定すると除染地域は約 20000 平方 km に及ぶと考えられる。これに対して飯舘村の面積は 230．13 平

方 km である。(2)の内数に含まれる。 

注 4：朴「原子力発電所の過酷事故に伴う被害額の試算」『国民経済雑誌』191 巻 3 号、2005 による。被害額平均の 62

兆円を用いたもの。        

注 5：出典は注 4 と同じ。最悪の場合の被害額 279 兆円を用いたもの。    
      
 
試算結果では、原子力委員会で出された資料に基づく最も被害総額が低い(1)のケース

の場合で、1.6 円/kWh（設備利用率 70％の場合）、(2)では、13.7 円/kWh（同）となる。

また、被害総額を総合したケース（最悪のケース）の場合には、最大 79.6 円/kWh にも上

る。（設備利用率を実績に合わせれば（2008 年実績：60%）、92.9 円/kWh となる）。 

(1)の被害総額は、試算困難な除染費用や自主避難者への賠償費用、明らかになってい

ない損害費用を含めていないだけでなく、社会的・環境的損害を考慮していないことから、

事故コストがこの程度に収まることはまず考えられない。福島第 1 原発事故の被害の全容

はまだ分かっておらず、最悪ケースに止まらない可能性もあり得る。 

                                            
71 これは、1 炉につき 476 年に 1 度の大事故という高さである。54 基あるとすれば、10 年に 1 回以上起きる計算とな

る。 

単位：円 事故リスク
被害総額（低） （１/炉年） 設備利用率F=60％F=70% F=80% F=60 F=70 F=80

(1)福島実績ケース（被害
総額低ケース）（注1）

5.70E+12 2.10E-03 6307200000 7.358E+09 8409600000 1.9 1 .6 1.4

(2)福島実績ケース（被害
総額高ケース）(注2)

4.80E+13 2.10E-03 6307200000 7.358E+09 8409600000 16.0 13 .7 12.0

【除染費用の推定(注3)】 2.80E+13 2.10E-03 6307200000 7.358E+09 8409600000 9.3 8 .0 7.0
(3)被害総合ケース（平均
ケース）(注4）

6.20E+13 2.10E-03 6.31E+09 7.36E+09 8.41E+09 20.6 17 .7 15.5

(4)被害総合ケース（注5）
（最悪ケース）

2.79E+14 2.10E-03 6.31E+09 7.36E+09 8.41E+09 92.9 79 .6 69.7

1炉年あたりの発電量（kWe）1200000*8760*F 事故リスクコスト（円/ｋWh）
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原発事故の被害額を過小評価せず、適正に発電コストに加えれば、原発はそれだけで極

めて経済性のない発電方式となる。また、これに核燃料サイクルコスト、廃棄物処理コス

ト等も適正に含めて考慮すれば、費用面から推進するメリットは全くないと言える。 
 

 

 



2011.10.26 原子力委員会メモ  

                              金子 勝 

 

原発の発電コスト計算に関して 

１．そもそも資源エネルギー庁が算出している原発の発電コスト 5～6 円という数字に関し

て、モデルプラントを使用した「架空」の数字であって実際のコストではありません。 

 

２．原発の設置許可・受け渡し報告・運転発電許可の申請書が電力会社から経済産業省に

対して提出されているはずです。申請書は炉ごとに出されており、これらの各申請報告書

の中に電力会社が計算したものではありますが、各炉の理論上の発電単価が記述されてい

るはずです。以下の原子力発電施設に関して、少なくとも以下の各申請書の原本謄写と概

要を提出していただきたい。 

１）BWR 式を採用している福島第一第二の 10 基と柏崎刈羽の 5 基。 

２）PWR 式を採用している関電の美浜と高浜と大飯の 11 基。 

３）ABWR 式を採用している柏崎刈羽の 2 基。 

 

３．各発電所の操業開始から現在までの稼働実績（比較的小さな事故による休止の場合も

含めて、稼働・点検の各合計期間）と総発電量に関する概要についても添付していただき

たい。あわせて、付随施設である揚水発電所の（建設時）予定稼働率と実際の稼動実績・

発電量の概要も添付していただきたい。 

 

４．できれば、長距離送電用の高圧線・変電所設置の各費用、さらには送電ロスの実績値

の資料も公開していただきたい。これらは今回の災害や事故のような非常時の電力融通用

としてではなく、平時に大都市から離れて設置された原子力発電所から電力消費地である

都市部までの送電を目的として設置されたものであると考えます。よって、これらもあわ

せて計算することで正確な原子力発電コストが算出されるのではないでしょうか。 

 

５．廃炉費用を含む事故処理コストを計算するに当たって。 

一般に、安全投資を含む設備投資を多く支出すれば、稼働率が高まる傾向にあるはずです。

短期で発電コストを出すには、（安全投資コスト）―（稼働率向上によるコスト減）が問題

になりますが、福島第一原発事故が発生したために、こうした点を考慮するだけでは不十

分になりました。 

１）納税者に負担を課さないために、現行の損害賠償保険のあり方を見直し、事故賠償

保険のあり方を見直すべきです。電力会社に無限責任の賠償保険への加入を義務づける

とした場合、どの程度の保険料になるのか。いくつかの民間保険（損害保険）会社に試

算してもらったうえで、意見聴取をするべきです。 

２）事故率（事故発生係数）を算定する際に、過去に起きた事故や不具合をどのように

事故率の計算過程に参入するのか、この点を明示していただきたい。また暫定的でも、



地震および津波に対する安全基準を高めた場合に、どれだけの追加投資額が必要である

かも考慮しなければ意味あるコスト計算にはなりません。その点も明らかにしていただ

きたい。 

３）原子力発電所は耐用年数を超えて使用すれば、電力会社の収益率は非常に向上しま

すが、危険性も増します。福島第一原発事故はその危険性が顕在した可能性があります。

各原子力発電所（あるいは原子炉）は、建設当時に耐用年数を何年と予定していたのか。

耐用年数を延長するためにどのような改良工事が行われたのか。耐用年数を延長して使

用している原子力発電所について、その判断は妥当な科学的根拠があってのことなのか。 

 ４）今回の事故を踏まえて、溶けた燃料を取り出す過程も含めて、原子力施設の除染と

解体（あるいは石棺にする）までにかかる期間と費用を算出する必要があります。現状

で詳細が分からないとすれば、燃料のメルトダウンの状況によって場合分けした概算で

も出さなければ、事故リスクコスト計算にはならないと思います。 

 

６．当然、賠償費用、除染費用も事故リスクコストに含まれるが、以下の点に留意すべき

である。 

１）国の賠償紛争審議会の委員には利益相反の疑いのあるメンバー（エネ法研）が含ま

れており、また賠償費用の算定についても今後の紛争が生じる恐れがあり、過小になり

やすい。今後の賠償費用の増加について見通しを明らかにしてほしい。 

 ２）除染費用についても、除染や汚染廃棄物について基準が何度もぶれて変更されてい

ます。どういう基準をとり、どういう方式をとるかで、コストは大きく違ってきます。

また現行の原子力技術開発機構による除染事業には、評価機関と実施機関の両方を兼ね、

かつ再委託という事業仕分けで批判された方式がとられており、多くの問題点が含まれ 

ています。複数の専門家ないし民間企業から意見聴取を行う必要があります。 

 

７．今回、使用済み核燃料のコストを含めて原発の発電コストを出すと聞きます。以下の

点について資料を提出していただきたい。 

１）米仏を含む多くの先進国ですでに止めている核燃料サイクル政策について、失敗し

てきた常陽、もんじゅにかかった費用（建設費、開発費、人件費）とこれから電力を生

み出さないまま「運転」している費用を発電コストに含めるべきだと考えます。 

 ２）現在、原子力発電所のプールに収用されている使用済み核燃料に関して、経過年数

毎に本数を明らかにしてほしい。六カ所村の「中間施設」の失敗を考慮したうえで、仮

に、それらを収用する「中間施設」を建設した場合、いくらのコストがかかるか明らか

にしていただきたい。 

 ３）また MOX 燃料が使用済みになった時に必要な冷却年数と維持コストを明らかにして

いただきたい。 

 

８．さらに原子力発電所の立地対策費用として、立地自治体に支払われた電源三法交付金

の金額も発電コストに含めるべきだと考えます。 



平成 23 年 10 月 26 日 

 

原子力委員会 新大綱策定会議（第８回）への意見 

 

 

全国原子力発電所所在市町村協議会 

 

 

 新大綱策定会議の再開に当たり、これまで原子力発電所とともに歩んできた全国原子力発電所

所在市町村協議会を構成する会員市町村から意見が寄せられたので提出します。 

 

 

○福島原子力発電所事故への対応について 

・ 東日本大震災に伴い発生した原子力災害の長期化は、被災地の復旧・復興の大きな障害とな

っており、国・事業者は原子力災害を一刻も早く収束させ、一日も早い復旧・復興に取り組

んでいただきたい。 

 

○安心安全の確保について 

・ 国は福島原子力発電所事故の知見を踏まえた安全基準の抜本的な見直しを行い、安全確保に

万全を期していただきたい。 
 
・ 国は原子力災害時の情報伝達を一元的に行っていただきたい。 
 
・ 国は新しい安全評価について、早期にその体制を構築し、評価を実施するとともに、その結

果を国民に公表し、理解を得ていただきたい。 
 
・ 国はＳＰＥＥＤＩネットワークシステムの情報端末を立地市町村に配備するとともに、ネッ

トワークシステム全体の多重化を図り、緊急情報を迅速かつ確実に提供できる体制を構築し

ていただきたい。 
 
・ 国は速やかに住民避難ができる避難道路、緊急時支援要員等が確実に発電所にアクセスでき

る道路の多重化を図り、早期に整備していただきたい。 
 
・ 安全確保、安全対策について、今般の事故を踏まえ津波リスクについても留意し、国の責任

を明確にしていただきたい。 
 
・ 避難指示など事故対応の考え方として、放射線リスクも含め、国民の理解を得るための検討

を行っていただきたい。 

 

 

 



○原子力発電の位置付けについて 

・ 国は今後の原子力を含めたエネルギー政策のあり方について、立地地域及び国民全体の議論

を踏まえ、明確な方針を示していただきたい。 
 
・ 原子力政策大綱の位置付け、意義や効力を明確にしたうえで、今後の原子力発電のあり方（方

向性、スケジュール等）について、広く国民のコンセンサスを得ていただきたい。 
 
・ 今後の原子力政策大綱やエネルギー基本計画等により、立地自治体が左右される可能性があ

るため、出来るだけ早く方向性を示していただきたい。 
 
・ 国は立地自治体及び計画中自治体の町の現状や、長年にわたり国を信じて原子力政策に協力

してきた苦労や思いを十分聞いて受け止めていただきたい。また、国の考えや計画を地元に

も十分説明していただきたい。 
 
・ 原子力発電の比率を一定減らすことは、今の現状から見て避けられないと思うが、今回の福

島第一の影響により、他国でも原子力発電のスピードは若干落ちてくると思われる。例えば、

中国においてはこれまで 2015 年の 4000 万ＫＷ、2020 年に 7000～8000 万ＫＷに原発能力

を高める計画であったが、こういったことが進捗が遅くなるのと、化石燃料の獲得競争の激

化や価格が高騰することが予測され、エネルギーの安定確保を考えると、国家戦略上、深刻

な課題である。政策大綱では、エネルギー安全保障の中での原子力を考えるべきで、国民感

情を配慮しすぎると、日本は相当厳しい状況になると思われる。福井県の立地においては、

一定の減原発を図りながらも、一定の比率を守る立場で発信している。先の高浜町議会の意

見書採択も含め、今、立地は猛烈な批判を受けてでも、それをやろうとしている。原子力が

必要という考えを持っているのであれば、国としてしっかりと腹をくくった方針を出してい

ただきたい。 

 

○その他全般について 

・ 国は原子力発電所の運転停止により、これまで国策に協力してきた立地地域の経済・雇用に

支障が生じることがないよう、交付金措置など全面的な支援を行っていただきたい。 
 
・ 国は原子力災害の被災者や立地地域が如何なる不当な扱いも受けることがないよう、放射線

に関する知識の普及と国民への適切な情報発信を積極的に行っていただきたい。 
 
・ 発電所内に保管されている使用済燃料の処理について、今般の事故を踏まえて核燃料サイク

ルのあり方や課題を明確にするとともに、高レベル廃棄物の最終処分についても言及してい

ただきたい。 
 
・ 今般の事故対応を踏まえ、放射性物質の除染方法や生物及び環境への影響、風評被害の防止、

正しい知識普及など、将来的な研究課題を整理し、明示していただきたい。 

 

以 上 



新大綱策定会議第 8 回意見書 

 

2011.10.26 

原子力資料情報室 伴英幸 

今後の安全の確保について 

1. セーフティーカルチャーは日本に根付くのか？ 

言葉だけの提言をしていてもカルチャーは育ちません。原子力に携わってこられた

方々の猛省が必要と考えています。セーフティーカルチャーの実態と思われる例を挙げま

すと、公益通報に関して、2004 年 6 月に公益通報者保護法が成立し、原子力事業者の自浄

作用を促すこととなりました。しかしこの制度は根付いていないようです。これまでも申

告者が不利益を被った話を耳にしましたが、ここでは最近の例として、独立行政法人「原

子力安全基盤機構」の検査員として、全国の原発の安全検査を行ってきた藤原節男氏をあ

げたい。その概要は、泊 3 号機の使用前検査の一つ「冷却材温度係数測定」で冷却材温度

が上昇し、翌日制御棒を挿入し、ホウ酸濃度を薄めてようやく合格した。上司は良好な結

果だけを記録に残すように指示したが、彼は両方を残すように抗議した。この結果、およ

そ 3 か月後に配置転換が命じられ、7 月には賞与が 8%カットされた、とうものです。さら

に、定年後の再雇用を拒否されたとことから、現在、再雇用拒否という機構側の処分取り

消しを求めて係争中です1。 

そこで、（1）①の提言に公益通報者の保護の徹底をいれることを提言します。 

 

2. （2）①深層防護の提言に、事故の可能性のあるところ必ず事故が起きるとの前提に立

って対策をとるべきと加えたい。 

 

3. （2）②事故の防止の提言に津波想定の見直しがあるが、地震想定も入れるべきです。

日本政府の IAEA への報告書にあるように「地震・津波への対策の強化」と書かれて

いるのに、提言が津波対策の強化だけとうのは筋が通らない。また、繰り返し述べて

いますが、耐震安全性のチェックのやり直しが必要だと考えています。東京電力が想

定した以上の揺れに襲われた今回の福島事故で、原子力安全保安院は圧力バウンダリ

ー内での小口径破断を否定していません。他の原発でもそれぞれの施設が想定した以

上の揺れに襲われる可能性が高まったと言えます。活断層の指摘がされながらも無視

あるいは小さく評価されている地点の例は、北海道泊原発、六ヶ所再処理工場など諸

施設、柏崎刈羽原発、美浜原発、もんじゅ、敦賀原発などなどです。これ以外の原発

含めて、原子力安全・保安院が進める耐震バックチェックを、活断層・地震動含めて

やり直し、耐震安全性を確保することが必要です。 

                                                  
1 参考：ウォールストリートジャーナル日本版 http://jp.wsj.com/Japan/node_250525 
週刊現代 2011 年 6 月 18 日号：http://www.nexturayasu.jp/press/infdata/21.pdf 


